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教 育 委 員 会 
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さいたま市教育委員会事務局組織規則の一部

を改正する規則 令和６年３月２７日 
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さいたま市教育委員会職員の職名に関する規

則の一部を改正する規則 令和６年３月２７日 

 



 

 

さいたま市教育委員会規則第１号 

さいたま市教育職員の特例特別免許状に関する規則 

（目的） 

第１条 この規則は、市教育委員会が、構造改革特別区域法（平成14年法律第189号

）第 19 条に規定する教育職員免許法（昭和 24 年法律第 147 号。以下「免許法」と

いう。）の特例に基づき授与する教育職員の特別免許状（以下「特例特別免許状」

という。）に関し、必要な事項を定め、もってさいたま市における学校教育の効果

的な実施に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この規則において「受検者」とは、特例特別免許状の授与に係る免許法第６

条第１項に規定する教育職員検定（以下「検定」という。）を受ける者をいう。 

（申請書類） 

第３条 受検者は、特例特別免許状の授与に係る検定を申請するときは、次に掲げる

書類を市教育委員会に提出しなければならない。 

⑴ 教育職員特別免許状検定授与願（様式第１号） 

⑵ 担当しようとする教科又は教科の領域の一部について有用な専門的知識経験又

は技能（以下「有用な知識経験等」という。）を証明する書類 

⑶ 次の証明書のうち必要なもの 

ア 卒業証明書 

イ 免許状等の授与証明書、免許状等受得証明書又は免許状等の写し 

ウ 学業成績証明書 

⑷ 人物に関する証明書（様式第２号） 

⑸ 身体に関する証明書（様式第３号） 

⑹ 履歴書（様式第４号） 

⑺ 戸籍抄本、在留カードの写し又は特別永住者証明書の写し 

２ 受検者は、その性質上前項第２号に規定する有用な知識経験等の証明書を得るこ

とができないときは、自己申告書（様式第５号）をもってこれに代えることができ

る。 

３ 人物に関する証明は、学校の長若しくは所属の長又は免許法に定める実務証明責

任者の作成した証明書によるものとする。 



 

 

４ 身体に関する証明は、医師の作成した証明書によるものとする。 

５ 第１項の申請をしようとする者は、任命又は雇用しようとする者からの推薦書を

添付しなければならない。 

６ 第１項に掲げる書類のほか、市教育委員会は受検者に対し、必要と認める書類の

提出を求めることができる。 

（検定の実施） 

第４条 市教育委員会は、前条に規定する申請書類の提出があったときは、受検者の

人物、実務、身体及び学力の各項目について、前条に掲げる書類に基づき、検定を

行う。 

第５条 市教育委員会は、実務及び学力に関する検定に関し、有用な知識経験等につ

いて、担当しようとする学校の種別及び教科を考慮して行う。 

２ 前項の有用な知識経験等の取扱いについては、市教育委員会教育長が別に定める。 

（学識経験者等の意見聴取） 

第６条 免許法第５条第４項の規定による学校教育に関し学識経験を有する者その他

文部科学省令に定める者の意見の聴取に関し必要な事項については、別に定める。 

（決定） 

第７条 市教育委員会は、前条の規定による意見を聴取し、検定の合否の決定をする。 

２ 教育委員会は、前項の決定をしたときは、受検者に対し、書面をもってこれを通

知する。 

（委任） 

第８条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は市教育委員会教育長が別に定め

る。 

（特例特別免許状の授与） 

第９条 市教育委員会は、検定に合格し、かつ、教育委員会が実施する教育公務員特

例法（昭和 24 年法律第１号）第 11 条に規定する教員の採用に関する選考に合格し

た者に対して、特例特別免許状（様式第６号）を授与する。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

 



様式第１号（第３条関係） 

教 育 職 員 特 別 免 許 状 検 定 授 与 願 

（宛先） 

 さいたま市教育委員会 

ふりがな  

生年月日 年  月  日 
氏 名  

本籍地 
都 道 
府 県 

電話番号  

現住所  

勤務（予定）校  

 

私は、下記のとおり教育職員検定による教育職員免許状の授与を受けたいので、教育職員免許法

第５条第１項第３号から第６号までに規定する事項に該当しないことを宣誓の上、別紙関係書類

を添えて出願します。 

      年  月  日 

氏 名                  

教育職員免許法第５条第１項第３号から第６号まで 

３ 禁錮以上の刑に処せられた者 

４ 第 10 条第１項第２号又は第３号に該当することにより免許状がその効力を失い、当該失効の

日から３年を経過しない者 

５ 第 11 条第１項から第３項までの規定により免許状取上げの処分を受け、当該処分の日から３

年を経過しない者 

６ 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊する

ことを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者 

 

記 

授与を受けようとする免許状の種類  

同 上 の 教 科 ・ 教 育 領 域  

出 願 の 根 拠 法 令  

 



様式第２号（第３条関係） 

 

人 物 に 関 す る 証 明 書 

 

氏  名                    

 

生年月日        年   月   日   

 

 上記の者は、下記のとおりであることを証明する。 

 

      年   月   日 

 

証明者職・氏名                      

 

記 

 

項  目 観 察 の 内 容 

社 会 性  

責 任 感  

自 主 性  

指 導 力  

研 究 心  

総合的所見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第３号（第３条関係） 

 

身 体 に 関 す る 証 明 書 

 

氏  名               

生年月日     年   月   日 

 

 上記の者は、下記のとおりであることを証明する。 

 

年  月  日 

 

 医療機関の名称   

 医 師 氏 名                          

 

記 

 

項  目 状  況 

 

所  見 

 

※「ない」又は「ある」の 

 いずれかに○を記入し、 

 「ある」の場合、内容を 

 記入ください。 

 

 

一般生活を送る上で健康上問題が 

 

１ ない       ２ ある 

    

  備考 この証明書は、教育職員免許状の検定授与を願い出るため、さいたま市教育委員

会へ提出するものです。 

 

 

 

 

 



様式第４号（第３条関係） 

履  歴  書 

 

氏 名  生年月日 年  月  日 

本籍地 
都 道 
府 県 

現住所  

 

学 
 
 

歴 

学校名（課程等） 修 学 期 間 卒業・修了等 

   年  月～  年  月  

   年  月～  年  月  

   年  月～  年  月  

   年  月～  年  月  

   年  月～  年  月  

 

所
有
免
許
状
又
は
資
格 

免許状種類 教科等 免許状番号 
授与年月日 
（授与権者） 

免許状に記載の氏名 
(免許状に記載の本籍地) 

  第    号 
年 月 日 

(       ) (     都・道・府・県) 

  第    号 
年 月 日 

(       ) (     都・道・府・県) 

  第    号 
年 月 日 

(       ) (     都・道・府・県) 

  第    号 
年 月 日 

(       ) (     都・道・府・県) 

  第    号 
年 月 日 

(       ) (     都・道・府・県) 

  第    号 
年 月 日 

(       ) (     都・道・府・県) 

  第    号 
年 月 日 

(       ) (     都・道・府・県) 

  第    号 
年 月 日 

(       ) (     都・道・府・県) 

※ 所有する教育職員免許状は全て記入してください。 

賞 

罰 

無   有（    年  月  日                       ） 

※ 有無のいずれかに○を付け、「有」の場合、具体的に記入してください。 



職 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

歴 

年 月 日 事  項 職  名 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 上記のとおり相違ありません。 

        年  月  日      氏  名 



様式第５号（第３条関係） 

自 己 申 告 書 

 

 

 さいたま市教育職員の特例特別免許状に関する規則第３条第２項の規定に基づき、「有用な知識経

験等」について、下記のとおり申告します。 

 

記 

 

「有用な知識経験等」に関する経歴 

年 月 日 有 用 な 専 門 的 知 識 経 験 又 は 技 能 に 関 す る 事 項 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 

     年  月  日 

 

氏 名 



様式第６号(第９条関係) 

  

特
別
免
許
状 

  

本
籍
地 

氏 
名 

年 
 

月 
 

日
生 

 

右
の
者
に
構
造
改
革
特
別
区
域
法
第
十
九
条
及
び
教
育
職
員
免
許
法
第
五
条
の
定
め
る
と
こ

ろ
に
よ
り
左
記
の
教
科
に
つ
い
て 

 
 
 
 

特
別
免
許
状
を
授
与
す
る
。 

  
 
 
 
 
 
 
 

記 

    

年 
 

月 
 

日 
 
 
 
 
 
 

さ
い
た
ま
市
教
育
委
員
会 

 

印 
  

第 
 

号 

 

根
拠
規
定 

  

教
育
機
関
名 

  

基
礎
資
格 

  

教
育
機
関
名 

  

卒
業
又
は
修
了
の
年
月
日 

    

備 
 
 

考 
 

 



 

 

さいたま市教育委員会規則第２号 

さいたま市立高等学校管理規則の一部を改正する規則 

 さいたま市立高等学校管理規則（平成１３年さいたま市教育委員会規則第１７号）

の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（副校長）  

第６条の２ 学校に副校長を置くことができる。  

２ 前条第１項の規定にかかわらず、副校長を置く

ときは、教頭を置かないことができる。 
 

３ 副校長は、校長を助け、命を受けて校務をつか

さどる。 
 

（主幹教諭） （主幹教諭） 

第７条 ［略］ 第７条 ［略］ 

２ 主幹教諭は、校長（副校長を置く学校にあって

は、校長及び副校長。次項において同じ。）及び

教頭を助け、命を受けて校務の一部を整理し、並

びに生徒の教育をつかさどる。 

２ 主幹教諭は、校長及び教頭を助け、命を受けて

校務の一部を整理し、並びに生徒の教育をつかさ

どる。 

３ ［略］ ３ ［略］ 

  

  附 則 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

さいたま市教育委員会規則第３号 

さいたま市教育委員会事務局組織規則の一部を改正する規則 

 さいたま市教育委員会事務局組織規則（平成１５年さいたま市教育委員会規則第１

号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（内部組織） （内部組織） 

第２条 事務局に、次に掲げる部、課、室及び係を 第２条 事務局に、次に掲げる部、課、室及び係を 

置く。 置く。 

［略］ ［略］ 

 学校教育部  学校教育部 

［略］ ［略］ 
  教育課程指導課   指導１課 

   ［略］    ［略］ 

  ［略］   ［略］ 

  生徒指導課   指導２課 

管理係 生徒指導対策係 
   学校支援係    生徒指導支援係 

［略］ ［略］ 

 健康教育課  健康教育課 

保健係 保健係 
健康教育係 健康教育係 

 学校給食係 
 おいしい給食サポート課  

給食施設係  

給食会計係  

  

（事務分掌） （事務分掌） 

第３条 前条に規定する部、課及び室の事務分掌 第３条 前条に規定する部、課及び室の事務分掌 

は、おおむね次のとおりとする。 は、おおむね次のとおりとする。 

管理部 管理部 

［略］ ［略］ 

  学校施設整備課   学校施設整備課 

   ⑴ ［略］    ⑴ ［略］ 

   ⑵ 学校施設の建設に関すること。    ⑵ 学校施設（高等学校等を除く。）の建設 

     に関すること。 

   ⑶ ［略］    ⑶ ［略］ 



 

 

  学校施設管理課   学校施設管理課 

   ⑴・⑵ ［略］    ⑴・⑵ ［略］ 

   ⑶ 学校施設台帳に関すること。    ⑶ 学校施設台帳(高等学校等を除く。)に関 

     すること。 

   ⑷ 学校用地に関すること。    ⑷ 学校用地（高等学校等を除く。）に関す 

 ること。 

   ⑸・⑹ ［略］    ⑸・⑹ ［略］ 

⑺ 学校施設の目的外使用(継続的に使用す ⑺ 学校施設(高等学校等を除く。)の目的 

る場合に限る。)に関すること。 外使用(継続的に使用する場合に限る。) 

    に関すること。 

   ⑻ ［略］    ⑻ ［略］ 

 学校教育部  学校教育部 

  ［略］   ［略］ 

  教育課程指導課   指導１課 

     ⑴～( 2 2 ) ［略］ ⑴～( 2 2 ) ［略］ 

  ［略］  ［略］ 

  生徒指導課   指導２課 

⑴～⑹) ［略］ ⑴～⑹ ［略］ 

 ⑺ 生徒指導総合計画の推進に関すること。 

⑺ 潤いの時間「人間関係プログラム」及び ⑻ 潤いの時間「人間関係プログラム」及び 

親子支援プログラムに関すること。 親子支援プログラムに関すること。 

⑻ 地域に開かれた生徒指導の推進に関する ⑼ 地域に開かれた生徒指導の推進に関する 

こと。 こと。 

［略］ ［略］ 

高校教育課 高校教育課 

⑴・⑵ ［略］ ⑴・⑵ ［略］ 

 ⑶ 高等学校等施設の整備計画及び維持管理 

     （他の所管に属するものを除く。）に関す 

     ること。 

 ⑷ 高等学校等施設の目的外使用（継続的に                                                                                                     

 する場合に限る。）に関すること。 

⑶ 高等学校等授業料等事務の連絡調整に関 ⑸ 高等学校等授業料等事務の連絡調整に関 

    すること。     すること。 

   ⑷ 高等学校等の教職員の人事、服務及び研    ⑹ 高等学校等の教職員の人事、服務及び研 

修（他の所管に属するものを除く。）に関 修（他の所管に属するものを除く。）に関 

    すること。     すること。 

⑸ 高等学校等教育に係る指導及び助言（他 ⑺ 高等学校等教育に係る指導及び助言（他 

の所管に属するものを除く。）に関するこ の所管に属するものを除く。）に関するこ 

    と。     と。 

⑹ 中高一貫教育に係る指導及び助言に関す ⑻ 中高一貫教育に係る指導及び助言に関す 

    ること。 ること。 

  健康教育課   健康教育課 

   ⑴～⑷ ［略］    ⑴～⑷ ［略］ 

 ⑸ 給食施設の維持に関すること。 
⑸ ［略］ ⑹ ［略］ 

 ⑺ 学校給食調理場の安全衛生に関すること。

⑹ ［略］ ⑻ ［略］ 
⑺ ［略］ ⑼ ［略］ 



 

 

⑻ 医療費援助に関すること。 ⑽ 医療費及び給食費援助に関すること。 
⑼ ［略］ ⑾ ［略］ 
⑽ ［略］ ⑿ ［略］ 
⑾ ［略］ ⒀ ［略］ 
⑿ ［略］ ⒁ ［略］ 
⒀ ［略］ ⒂ ［略］ 
⒁ ［略］ ⒃ ［略］ 
⒂ ［略］ ⒄ ［略］ 
⒃ ［略］ ⒅ ［略］ 

おいしい給食サポート課  

   ⑴ 給食施設の運営及び維持管理に関するこ  
    と。  

⑵ 学校給食調理場の安全衛生に関すること。 

     ⑶ 給食費援助に関すること。  

   ⑷ 学校給食費に関すること。  

   ⑸ 独立行政法人日本スポーツ振興センター  
    災害共済制度掛金保護者負担金の徴収に関  

    すること。  

   ⑹ 学校給食用物資納入業者の登録に関する  
    こと。  

 ［略］  ［略］ 

  

（施設又は機関） （施設又は機関） 

第４条 ［略］ 第４条 ［略］ 
２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 
４ 第３類の施設又は機関は、次の表の右欄に掲げ ４ 第３類の施設又は機関は、次の表の右欄に掲げ 

 るとおりとし、同表の左欄に掲げる課、所又は館  るとおりとし、同表の左欄に掲げる課、所又は館 

 が所管する。  が所管する。 

課、所又は館 施設又は機関 

おいしい給食サポート課 学校給食センター 

 ［略］ 
 

課、所又は館 施設又は機関 

健康教育課 学校給食センター 

 ［略］ 
 

５ ［略］ ５ ［略］ 

  

  附 則 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 



 

 

さいたま市教育委員会規則第４号 

さいたま市教職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

 さいたま市教職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則（平成２９年さいたま市教

育委員会規則第２７号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

第２３条 基準日以前６月以内の期間において、第

９条第１項各号に掲げる者が条例の適用を受ける 

教職員となった場合（同項第３号、第４号又は第 

５号に掲げる者にあっては、引き続き条例の適用 

を受ける教職員となった場合に限る。）は、その 

期間内においてそれらの者として在職した期間（ 

同項第２号に掲げる者として在職した期間にあっ 

ては、週当たりの通常の勤務時間が１５時間３０ 

分以上である職員として在職した期間に限る。） 

は、前条第 1 項の勤務期間に算入する。 

第２３条 基準日以前６月以内の期間において、第

９条第１項第１号、第３号、第４号又は第５号に

掲げる者が条例の適用を受ける職員となった場合 

（同項第４号又は第５号に掲げる者にあっては、 

引き続き条例の適用を受ける職員となった場合に 

限る。）は、その期間内においてそれらの者とし 

て在職した期間は、前条第 1 項の勤務期間に算入 

する。 

２ ［略］ ２ ［略］ 

  

  附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 令和６年６月に支給する勤勉手当の勤務期間に算入するこの規則による改正後の

さいたま市教職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則（以下「改正後の規則」と

いう。）第２３条第１項に規定する期間（令和５年１２月２日から令和６年３月３

１日までのものに限る。）の算定に当たっては、令和５年１２月２日から令和６年

３月３１日までの期間において改正後の規則第９条第１項第２号に掲げる職員（週

当たりの通常の勤務時間が１５時間３０分以上である職員に限る。）として在職し

た教職員については、改正後の規則第２３条の規定にかかわらず、改正後の規則第

９条の規定により算定した期間を、改正後の規則第２３条第１項に規定する期間と



 

 

みなす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

さいたま市教育委員会規則第５号 

さいたま市立特別支援学校管理規則の一部を改正する規則 

 さいたま市立特別支援学校管理規則（平成１３年さいたま市教育委員会規則第２１

号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

別表（第２条関係） 
 

学校名 部名 
修業 

年限 

定員

数 

入学 

資格 

通学 

区域 

さいた

ま市立

ひまわ

り特別

支援学

校 

小学部 ［略］ ６６ ［略］ ［略］ 

中学部   

高等部   

さいた

ま市立

さくら

草特別

支援学

校 

小学部 ［略］ ４８ ［略］ ［略］ 

中学部   

高等部   

学級数については、ひまわり特別支援学校は２２

学級、さくら草特別支援学校は２０学級を上限と

する。 

別表（第２条関係） 
 

学校名 部名 
修業 

年限 

定員

数 

入学 

資格 

通学 

区域 

さいた

ま市立

ひまわ

り特別

支援学

校 

小学部 ［略］ ６６ ［略］ ［略］ 

中学部   

高等部   

さいた

ま市立

さくら

草特別

支援学

校 

小学部 ［略］ ４８ ［略］ ［略］ 

中学部   

高等部   

学級数については、ひまわり特別支援学校は２２

学級、さくら草特別支援学校は１８学級を上限と

する。 

  

  附 則 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 



 

 

さいたま市教育委員会規則第６号 

   さいたま市教職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例施行規則の一部を改

正する規則 

 さいたま市教職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例施行規則（平成２９年さ

いたま市教育委員会規則第９号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（特別休暇） （特別休暇） 

第２４条 条例第１７条の教育委員会規則で定める 

 場合は、次の各号に掲げる場合とし、その期間は、

 当該各号に定める期間とする。 

第２４条 条例第１７条の教育委員会規則で定める 

 場合は、次の各号に掲げる場合とし、その期間は、

 当該各号に定める期間とする。 

 ⑴～⑷ ［略］  ⑴～⑷ ［略］ 

 ⑸ つわりその他の妊娠に起因する症状のため勤

務することが著しく困難な場合 次に掲げる場

合の区分に応じ、それぞれ次に定める期間 

 ⑸ 妊娠中の教職員が妊娠に起因するつわり等の

障害のため勤務することが著しく困難な場合 

２週間の範囲内において必要と認める期間 

  ア 妊娠中の場合 ２週間の範囲内において必

要と認める期間 

 

  イ 妊娠４か月未満で流産した場合 当該流産

の日から起算して７日の範囲内において必要

と認める期間 

 

 ⑹～⒃ ［略］  ⑹～⒃ ［略］ 

 ⒄ 夏季において心身の健康の維持及び増進又は

家庭生活の充実を図る場合 原則として一の年

の７月から９月までの期間（当該期間が業務の

繁忙期であることその他の業務の事情により当

該期間内にこの号の休暇の全部又は一部を使用

することが困難であると認められる教職員にあ

っては、一の年の６月から１０月までの期間）

内における連続する５日の範囲内の期間 

 ⒄ 夏季において心身の健康の維持及び増進又は

家庭生活の充実を図る場合 原則として一の年

の７月から９月までの期間内における連続する

５日の範囲内の期間 

 ⒅～(24) ［略］  ⒅～(24) ［略］ 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

  

   附 則 

 （施行期日） 



 

 

１ この規則中第２４条第１項第５号の改正は令和６年４月１日から、同項第１７号

の改正は公布の日から施行する。 

 （適用） 

２ この規則による改正後のさいたま市教職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条

例施行規則第２４条第１項第５号イの規定は、令和６年４月１日以後に同号イに掲

げる場合に該当することとなった教職員について適用する。 

 



 

 

さいたま市教育委員会規則第７号 

さいたま市教育委員会職員の職名に関する規則の一部を改正する規則 

さいたま市教育委員会職員の職名に関する規則（平成１３年さいたま市教育委員会

規則第１０号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

別表（第４条関係） 別表（第４条関係）  
職種名 職務名 

事務職

員、技術

職員又は

指導主事 

［略］ 

 ［略］ 
 

 
職種名 職務名 

事務職員

又は技術

職員 

［略］ 

［略］  
 

  

   附 則 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


